
事務事業の見直しによる
職員数等の見直し 業務の委託化や指定管理者制度の導入等により職員数を削減します。 4,100万円

人事給与制度の見直し 給与の独自削減（平均4.5%）や退職手当の引き下げ等により人件費を
削減します。 9億8,300万円

経常経費の見直し 事務費などの内部経費等を見直し削減します。 3億9,500万円

事業等の見直し 事業仕分けの結果や成果の検証等を踏まえ、事業や各種補助金等を見
直します。 1億3,000万円

未収金対策の強化 市税等の未収金対策を強化し、収納率向上を図ります。 9,700万円

26年度一般会計予算案 ※（　）内は25年度当初予算額に比べた増減率（%）

予算総額
　2,752億 200万円
　（前年比7.6％増）

（注）前年比＝前年度当初予算比

企業会計
独立採算による特定の事業
を経理する会計
　　537億5,100万円
　　（同27.7％増）

特別会計
事業目的を限定し、特定の
歳入を特定の事業に充て
て経理する会計
　　845億4,500万円
　　（同0.7％増）

一般会計
行政の基本的な事業に要す
る経費を市税などを主な財
源として経理する会計
　1,369億 600万円
　（同5.6％増）

■26年度　特別会計予算案 （単位：万円　△は減）

区　　分 金　額
25年度当初予算額に比べ
増減額 増減率（％）

港 湾 事 業 44億6,600 △5億2,800 △10.6
国 民 健 康 保 険 事 業 351億1,800 △7億1,800 △2.0
自 転 車 競 走 事 業 150億8,900 9億9,400 7.1
奨 学 資 金 3,700 △100 △2.0
地 方 卸 売 市 場 事 業 4億1,600 △300 △0.7
介 護 保 険 事 業 250億2,300 4億2,600 1.7
風 力 発 電 事 業 2,200 0 0
母子寡婦福祉資金貸付事業 1億3,600 △600 △4.5
後期高齢者医療事業 42億3,800 3億8,600 10.0
合　　　　　計 845億4,500 5億5,500 0.7

■26年度　企業会計予算案 （単位：万円　△は減）

会 計 区 分 収益的
収　支

資本的
収　支

純利益
純損失

累積財源
過不足額

一 般 会 計
からの繰入

水道事業
収入 49億2,700 16億4,000

△9億9,900 20億6,400 1億4,200
支出 58億  500 33億1,500

公共下水道
事 業

収入 78億9,900 26億5,500
2億5,800 16億7,500 16億5,000

支出 75億9,400 49億8,700

交通事業
収入 16億  500 4億8,400

△2億6,300 △1億9,800 4億9,800
支出 18億4,600 5億6,400

病院事業
収入 205億2,400 27億6,000

△56億6,900 △2億4,400 24億9,800
支出 261億9,200 34億4,800

合　　 計
収入 349億5,500 75億3,900

△66億7,300 32億9,700 47億8,800
支出 414億3,700 123億1,400

（注）  26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用のため、退職給付引当金等の支
出が前年比増。病院事業の累積財源過不足額は、財政健全化法上の資金過不足額。詳しいことは、財政課（☎21-3526）へ

お問合せください。

　26年度の財源不足については、職員給与の暫定的な独自減額や事業の見直しなどの行財政対策を実施することで
解消し、 8年度以来18年ぶりに、財源調整のための基金などに頼らない収支均衡を図った予算としました。

26年度行財政対策の主な内容（一般会計）

左表の対策による
効果の総額

16億4,600万円

分担金・負担金
 8億7,166万円 0．6％（4.1）
地方譲与税
 8億5,573万円 0.6％（△1.3）
財産収入
 4億1,761万円 0．3％（△3.9）
寄付金
 2億  772万円 0．2％（△17.8）
地方特例交付金
 9,980万円 0．1％（△5.0）
自動車取得税交付金
 7,440万円 0．1％（△41.5）
利子割交付金
 6,900万円 0．1％（△4.2）
交通安全対策特別交付金
 5,750万円 0．0％（△1.4）
配当割交付金

5,500万円 0．0％（139.1）
ゴルフ場利用税交付金

2，000万円 0．0％（0．0）
株式等譲渡所得割交付金

1,400万円 0．0％（75.0）
国有提供施設等所在市町村助成交付金

300万円 0．0％（△40.0）
繰越金
 －　　　 0．0％（0．0）

諸収入
90億  335万円
6.6％（10.0）

道支出金
56億7,474万円
4.1％（8.2）

使用料・手数料
32億7,058万円
2.4％（2.2）

地方消費税交付金
31億7,700万円
2.3％（12.7）

繰入金
21億1,003万円
1.5％（62.6）

衛生費
88億4,326万円
6.4％（5.6）

商工費
89億8,434万円
6.6％（10.6）

諸支出金
49億3,484万円
3.6％（△5.5）

消防費
 17億8,265万円 1.3％（61.3）
農林水産費
 6億7,211万円 0.5％（△15.0）
議会費   
 4億1,658万円 0．3％（0.2）
予備費
   1億円  0．1％（0.0）
労働費
 9,934万円 0．1％（△47.4）

市税
321億1,700万円
23.5％（2.5）

職員費
177億2,475万円
12.9％（△1.6）

民生費
503億3,341万円
36.8％（3.3）

公債費
144億5,878万円
10.6％（△1．1）

教育費
120億8,438万円
8.8％（94.4）

土木費
111億8,877万円
8.2％（19.8）

総務費
52億8,279万円
3.8％（△37.7）

国庫支出金
278億5,768万円
20.4％（9.6）

市債
152億6,020万円
11．1％（6.5）

地方交付税
356億9,000万円
26.1％（1.8）

歳入合計
1,369億　
   600万円

歳出合計
1,369億　
   600万円
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5［市政はこだて］平成26年3月


